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アメリカ石油業における近代的精製

技術の発展過程

(69) 69 

絵井 哲夫

I はしがき

石油精製業における近代的技術の指標としては， 1910年代にアメリカにおい

て相次いで確立されたパイプスチル (pip田 till)による連続蒸留， ノミフツレ・タ

ワー (bubbletower)による精密蒸留，ならびに重質石油留分の熱分解 (ther

mal cracking)装置の三つの技術〔装置〕をあげねばなるまい"。

もともと石油の蒸留技術は，ターノレやアノレコーノレの蒸留技術がそのまま灯油

の製造に応用されたもので，当初は著しく経験的なものであり L程も原料油

をー釜ずつ処理するノミヅチ・プロセλ であった。付れども， 19世紀末から内燃

機関の発達にともなって，ガソリンの需要が次第に増加し，その量産と品質向

上が要求されるようになると，かかる非能率的な蒸留技術にとどまるわけには

し、かなくなフた。そこで， 1905'Fごろから10年にかけて， 7 メり〉ちの東部では

多段階式の精留塔が，太平洋岸ではパイザスチルが同現し，やがて両者が結令

して， トラ γプノレ (Trumble)式連続蒸留装置(1912年〕の如き石油精製の流

れ作業化が始まった。さらに1916年にパフツレ・タワーが導入され，精留技術が

飛躍的に進歩した"。

同じ頃中部大陸地方では， インディアナ・スタ γダード社 (Standard Oil 

Company [Indiana]) のパート γ(w.M. Burton)が，以前から経験的に

知られていた熱分解のメカニズムの研究に着手し， 1913年その原理の工業化に

1)、N.L. Nelson， Petyoleum ReJinery Engineering， 4. edη1958， Chap. 1 
2) Harold F. Williamson and others， The A問 ericanPetroleu隅 I匁dustり-TheAge 

01 Enerf!Y (1899-1959)， 1963， pp， 123-132 
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はじめて成功をおさめた。パート y の熱分解法は石油精製技術の分野に，それ

までの単純に石油成分を沸点差により仕分けする分離工程 (separationpro-

C目的のほかに，化学変化を利用して石油の組成自体を変える転化工程 (con-

version process) を導入した点で九石油精製業に新機軸をもたらしたものと

いえる。

このような三つの異った技術の開発は，やがて異化受精をとげて右油精製装

置に有機的に組みこまれ，その後のアメリカ石油業発展の技術的基礎を提供し

たばかりでなく，第 次大戦後の自動車工業や俗学工業の躍進の素地を形成す

ることになフた。

本稿では，とくに熱分解技術の発展の契機と展開過程を明らかにし，スタ γ

ダード右i布トラスト解体(1911年〕後のアメワカ有油業の再編成の過程ピ与え

た影響を検討した。

E 熱分解技術開発の契機

20世紀のはじめ，アメリカの自動車工業が部品の互換式生産の採用(1903年)，

フォードT型車の標準化(1909年〉などによって大量生産に移行するにつれ，

自動車用燃料としてガソリンの需要が逐年著しい増加傾向を示じた') ところ

が当時の石油精製技術のもとでは，平均的な原油から得られるガソリンの収率

はせいぜい15~180/0にすぎず\ また急増するガソリン需要を基準に原油を処

理すれば，いきおい副製品たる重質油の処理が問題となった。臨海精油所では

船舶用燃料として重油市場が確立していたが，内陸精油所ではそうした便宜に

之しかった。ことに中西部地万最大の精油・販売会社であったイ yディアナ・

スタ Y ダード社はインディ/ナ州を中心とした10州を蛍業地域としてu、たので，

3) J. G. McLean and R. W. Haigh， The Growth 01. Integγated Oil Company， 1954. 
p. 540 

4) Sam. H. Schurr and 'Bruce C. Netschert. Energy in the A隅 e円 canEcono開山

1850-1975， 1960. p. 116 
5) Paul H. Giddens. Standaγ'd Oil C~ωnþany (lndiana)， 1955， p. 140 
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石炭供給が豊富なこともあって， 重質油の処理に悩まされたわけである')。そ

のうえ，同社の原料供給地であったベyγノレヴァユア， リマ・インディアナ油

田が潤渇し，原料不足も懸念されていた。従って原油不足を重質油の有効利用

により解決しようとする要請が，聞社の場合とくに強かったといえる。

加えて，イ Yディアナ・スタ y グード社は硫黄分の多い原油を処理する必要

上，早くから研究室を設け，当時， Vi，l. M パートン， R.E ハゾフリー， P.M 

ロジャ-:;<.などのすぐれた化学者を擁していたわ。 当時のアメリカは，'まだ

企業内研究所の揺箪期であって，独立の研究開発部門を設けていたのはゼネラ

ノレ・エレクトりヅグ，デュポソ，ベノレ・テレホ:/，ウェスチソグハウス，イー

ストマジ・つダヅグなど電機，化学工業関係の少数の大会社に限られ，右油業

ではイソディアナ社の研究室が小規模ながι唯一のものといってよかった')。

そもそも，石油壱通常の沸点以上に加熱すれば，種々の留分に分解すること

は， 1855年のシリマγ(B.Silliman) の実験以来周知の事実であり， また灯

油の生産にもある程度用いられていた')。しかし分解に適当な温度と圧力， そ

れを持続する機構，反応装置などについては，ほとんど解明されていなかった。

イソディアナ・スタ Y ダードの研究陣は， 1909年頃より，およそ 4年間にわた

って，こうした問題を試行錯誤的に追求し，ついに熱分解の原理を工業装置に

具体化することに成功した。この装置は単修式で，軽質ガ旦油を原料油とし，

1回の装入量約195パーレノレ，加熱， 冷却から新原料泊の装入までの所要時間

4日時間， 加圧75ポY ド/平方インチであった問。当時， 高温高圧用の大型蒸溜

憾の製作技術が未熟で，鋼板の接合は鋲接によったため，高臣下の操作には非

常な危険壱ともなったにかかわらず，あえて工業的規模にまc-，高温高庄の分

6) 有沢広巳編「現代日本産業講座Jm 。板倉忠雄，石油精製業における技術的発展の諸段階，
357頁。なお本稿は板倉氏の労作に負うところが多い。

7) Ralph W. Hidy and Muriel E. Hidy，' Hisfoヮ01Standard Oil Co. CNeωJersey)， 

1882-1911， 1955， p. 441 
8) Kendall Birr， Pioneering in lndustrial Researc.九 1957.p. 8 
9) Kendal1 Beaton， Enfeゆ円se2'n Oil. A Hisfo叩 01引'1.ellin. the Unitl<d States. 

1957. pp. 234-237 
10) P.，王 Giddens.ot，αt.， pp. 151-153. 
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解技術を発展せしめたところに，バ トY たちの功績があったといえよう問。

ハート γ装置の 1日当りの原料油の処理能力は 100パーレルに満たなかった

ので，この装置を用い C大量生産を行うには，t亘木な数の蒸i官健を並置しなけ

i'tばならず，莫大な建設資金を必要とした。 1911年はじめ，インプィアナ・ λ

タνグ ド社は 100万ドルの建設費を親会社たるスタ yダード(ユュ←ジャ-

Pー〕石油会社に要求したが，同トラストはすでに解体命令をうけ，最高裁に

上告中であったことなどから実現しなかった同 υ 結局， トラ 1 ト解体ののち，

イγ ディアナ社が独立してはじめて，熱分解装置の建設が急速に進展した。す

なわち1912年末に60基の装置が7:"ワイティソグ精油所に完成し，報年はじめ

運転壱開始した。この装置は最初から予想通りの好成績をあげ 1バーレノレの

原料油から9.8ガロ γのガソリ γの収量を得町， ガソリン収率を倍加する革命

的な精製技術が確立されたのである。そのうえ原油価格(1バーレノレ当り 1.47

ドノレ〉より割安のガス油(同1.05ドノレ〕を原料としたから， 分解ガソり Yの製

造費用はガロ Y 当り 13.5セントにすぎず， 直溜ガソリ γ に比して28'70のコ見ト

引下げを実現した叫。なおガソリ γ販売価格は自動車の普及につれて高騰しつ

つあったから，イ yディアナ社にはイノベーγ ョ Y にともなう港大な創業者利

得が約束されたのである。

かくで1913年中に， 180去の増設計画に着手したのを手始めにその後，資金

の許す限りパート Y 装置の建設をおし進めた。また， 1914年には新興のワイオ

ミγ グ油出に進出し，熱分解専門の精泊所を建設し，捨値で処分されていたガ

月油を利用して独占的超過利潤を実現し，この地方の中小石油会社支配の素地

をつくったことは注目に値いすむ日l。

11) 板倉，前掲論文.357頁。
12) P. H. Giddens. o.ρ cit" p. 149 
13) John Lawrence Enos. Pef叩/，附i.Progress and P:問ifzts:A History 01 P叩 cess

Innovatioη， 1962. p. 299 
14) J. L. Enos，暗唱d..p. 42 なお，バート γ装置のその後の改良により，分解ガソリンのコス

トは1916年までに9.8セント (ガロン当り〕に低下している。 またエノスのロスト計算は.巨E
製品の収入を考慮していなし、。 (lbid.，pp. 299， 304.) 

15) P. H. Gidde江S，ot. cit.， pp. 155-156 
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E 熱分解技術導入の影響

熱分解に関ずるパートゾ法特許は1913年はじめに成立し，また実験・改良賜

問中に開発した関連装置に対して，逐次特許を申請し，ご〈短期間にあいつい

で確保した問。イ γ ディアナ・スタ y ダードは，低ヨス!の分解ガソリ γ を販

売することによって市場を拡大したので，分解ガソリソの存在は無視出来ない

要素となっ?。他の石油会社は争ってパート γ特許の利用壱求めたが，イ yデ

ィアテ社はその実施権供与に関して，つぎのような極めて制限的な政策をとっ

たことは注目にあたいする。

ロ) 当初パ-1-: .. /特許の実施権を与えられた会社は，ごく品数の旧スタユ/ダ

ー}石油トラストの構成会社か，その提携会社に限られ，非スタ γ ダード系企

業は含まれていなし ...11)。

(局 実施権供与の条件としてパート Y特許の有効性の確認を求めた問。もと

もと，パート γ特許の請求範囲が広(，熱分解に関する基本原理を含んJでいた。

従ってパートゾ特許を侵害しないで分解法の開発・改良を進めることは不可能

であって，スタソダード系企業が，ジャージー・スタ y ダードを除いて，総じ

て，その後の熱分解法や接触分解法の開発において後塵を拝する結果となった。

(品分解ガソリ Y の販売地域が制限され，インディアナ社の本拠たる中西部

地方はもちろん，指定された地域外での処分を禁止した町。己の制限はトラ λ

ト解体後も長期にわたってスタンダード系各社の販売市場を固定し，競争関係

16) P. H. Giddens， ibid.. pp. 152-153 
17) ちなみに1914-1920年のパート γ特許供与先会社を示せば次の通りである。括弧円は供与年次

を示す。 (H.F. Wi1liamson and others， ot. cit.， p. 148.) 
Imperial Oil (Canada) (1914)， Standard Kansasο914)， Solar Refining (1914) .. 
Standard New Jersey (1915). Magnolia Petroleum (1915)， Standard Ohio (1916)， 
Tidewater (1916). Standard Kentucky (1916)， Standard Louisiana (1917)， 
Standard California (1918)， Utah Oil Refining (1918)， Standard New York 
(1919)， Petroleum Refining (1919)， Humble Oil and Refining (1919)， White Oil 
and Refining (1920) 

18) P. H. Giddens， ot. cit.， p. 1.60 
19) P. H. Giddens， ibid.， pp. 160-162 



74 (74) 第 95巻錆1号

の出現を妨げた。

(4) 実施権の対象はパート Y法を使用する権利に限られ，装置を建設したり，

それを能率的に運転する技術，すなわち，ノウ・ハウはみずから開発にあたら

ねばならなかった制。従って，原料油の特性など具体的な条件に応じた運転技

術を修得するまでに，相当の費用と時聞を要した叫。

(日)特許料は分解ガソサ y生産による正味利盆の25'70仁及び，利益計算手続

きは {yディアナ社の定めるところによった酌。

このように半ば非公開的な特許であッたため，競争的プロセスの出現するま

で分解ガソリソの生産は抑制され，イソディアナ社の特許独占の状態が続い

た刷。従って向社の精製部門からつ届犬な独占利潤を確保するととになったが，

特許料の形態での超過利潤の吸収も相当な額に達した。 エノス(}.L. Enos) 

の控え目な計算によっても，ィ γディアナ・ 3ベタ Y ダード社はパート Y法の導

入により，最初の12年間(1913-1924年〕に累計150百万ドノレに及ぶ収益をあげ，

これは同じ期聞の同社の計上総利益の半ばを占めるものであった問。パート γ

法の開発費用， 約236千ドノレは操業の初年度において， 約 9倍になって回収さ

れたという問。特許料収入だけをとってみても，最初の11年間(1914ー1924年〉

に累計約27百万下ノレに達した町。

さらに，パート γによる熱分解法の開発は，たんにイ yディアナ.;7-タンダ

ード社だけでなく，灯油の時代からガソリ γの時代へ，まさに転換期にあった

アメリカ石油業に広t凡な影響をあたえずにはおかなかった。

20) J. L. Enos，。ρcit.，p. 46. 
21) たとえば カリヲォルェア・スタゾダード社は50万Yルを投じてパート γ式装置を建設したも

のの，その成績が悪し熱分解の基本原理から研究をやり直G.250万ドルを支出しているロ
(P _ p. Giddens， o.ρ 白 t.，p. 162.) 

22) P. H. Giddens. ibid.， pp. 160-162 
23) 1913-1924年間のパート γ法に上る分解ガツリゾの生産量は70億20田万ガロソ(!億6706万ノミ

ーレル〕であって， そのうちイ Yディアナ スタシグード社の生産は30憶4055億ガロ γ(52
%).ライセソジーーの生産は33億7948"万ガロゾであった。(1.L. Enos，。少 cit.，Appendix 
Table 14より計茸〕

24) J. L Rnos， ibid.， p. 156 
25) J，色id.，p. 156. 
26) lbid.， p. 309 
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まず第一に，イ γ ディアナ社の熱分解技術の開発に刺戟されて，他の4コ油会

社も争って研究開発部門を設立・強化し，分解技術の研究に着手してインディ

アナ社の技術独占に挑戦した町〔研究開発の制度化〉。ことに中西部地方の新興

の独立系精油会社 (indcpcndcnt oil co皿 pany) は分解ガソリ Yの出現によ

って，とりわけ不利な立場に立たされ，独自の技術開発を進める以外には，そ

れに対抗しえなかった。げんにパートソ特許成立の後に導入された熱分解に関

す呂新しい技術には，中西部地方の有力な独立系会「社の研究・開発によるもの

が多かったのは，こうした事情があったからだ問。

つぎに，パート γ ・プロセスの登場は新技術の開発が年々特許料として莫大

な収益壱もたらすことを明らかにした。それは新製法・新製品の研究・開発自

体が，有利なピジネスとして成立しうる可能性を実証したことにより，研究・

開発を専門におこなう独立の企業すなわち，プロセ見開発会社 (processde-

veloproent company)の設立を促した。これらの企業は，本来新製法〔特許お

よびノウ・ハウ〕壱，いわば商品として生産・販売し，しかも自社利用を主目

的とする石油精製会社の開発部門とちがって，広く特許を公開し，妥当な特許

料で実施権壱供与するものであったので，大手会社による技術独占を牽制する

役割をもつものであった町。

また石油精製技術の開発には，機械製造工業や金属材料工業の発達が不可欠

であったので，石油会社はこれら外部工業における技術革新にも積極的関心壱

示すようになった。石油業と外部工業との密接な協働体制は短時日には期待し

えなかったが，その契機を与えた点で重要である。

最後に熱分解法の導入によフて右油精製業は，石油の組成自体を変える木来

の化学工業に転化したといって上し、。これは，一面ヒおいて石油精製業が，主

要石油製品に対する需要の季節的変動や長期的変化に応じて牛産比率を容易に

27) Kendall Birr， ot. cit.， p. 22 
28) J. L. Enos， ot. cit.， p. 47 
29) Melvin G. de Chazeau and Alfred E. Kahn， lntegration. and Co出戸titionin 

the Petroleum Industry， 1959， p. 520 
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調整しうるようになり，操業の伸縮性が高められたこと壱意味する。しかし，

他の半面において精油所の設備を複雑化し，建設費用を高め，その運転に高度

の技術を必要とした点などから，資本的，技術的な参入障壁を高め，零細資本

tの精製部門への進出を阻害するものであった町。

N 熱分解装置の発展 U.O.p の場合

イy ヂィアナ・九タンダード社の熱分解法の成功が契機となって， 1915年噴

止り競争的な製法の研究・開発が族出し， 1910年代後半には，ゅうに50件をこ

える熱分解特許の出願をみたが，その多くは，いまだ単なるベーパー・パテγ

トの域壱問なかった叫。しかし， 20年代にはいるとダブス法 (Dubbsprocess)， 

クロス法 (Crossproc四 5)，ホームズ・マγ レ一法 (Holmes-Manleyproce 

ぢ5)，チ L ープ・タ Yク法 (tubeand tank process)など，熱分解技術の発展

上，劃期的な製法が相次いで工業化されるにし、たった問。これらはパート γ 法

の欠陥であるパヅチ・プロセスと原料油の制約を解決して，連続運転と重油

(fuel oil)分解を可能にしたから熱分解原理の工業的適用は第2の飛躍壱遂げ

ることになっ fこ。

いまこれらの連続分解法壱，その研究・開発主体に即して大別すれば，石油

精製資本が，まず自社技術として開発したものと，石油資本以外の独立のプロ

セス開発会社の研究・開発にかかるものとがある。ここでは，ユェパーサル・

オイル・プログクツ1土 (UniversalOil Products Co.-U. O. P.)とニュージ

ャージー・スタ γダード石油会社の場合壱とりあげ，両者の連続熱分解法の開

発過程の特色を検討しよう。

ユニパーサノレ・オイノレ・プログクツ社は， もともと 7メリカの有力な食肉鰹

喜吉会社であるアーマ一社 (Armourand Company) の創設にがかるもので，

30) CamDbell Osborn. Oil Ecnnomir:s， 1932， p. 144 
'31) Williamson and others， ot. cit.， p. 150 
32) Ibid.， Chap. 11 
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その研究・開発の最初の成果がダブス法の完成であった。

(77) 77 

アーマ一社は今世紀になって， J. O. 7 -.. - (]. Ogden Armour)社長の

もとで，副製品の活用，一貫経営化など積極的経営が効壱奏し，また第一次大

戦下の好況の影響もあって1910年代末まで驚異的な発展を遂げた叫 o その過程

で過剰資本の投資口を食品加工業の舛に求め，いくつかの新規事業に進出した

が，その一つにカYサス州のスタソダード・アスファノレト・ゴム社 (Standard

Asphalt and Rubber Company)の取得があった。 1913年仁同社のアスフプ

ルト製造技術に関する特許壱補強する必要上，カリフォノレニアの小精油業者 J.

A ダブス (]e田 eA. Dubbs)の保有する特許を買収し，これら特許を管理す

る目的からナショナノレ炭化水素会社 (National H ydrocarbons Company，の

ちに UniversalOil Products Company と改称〕 を組織した問。たまたま

ダブスは当時高温高圧壱用いた原油の水切りに関する特許 (emulsionbreak 

ing patent)を出願中(1909年11月出願〕であったので，そのプロセスがパート

y 特許に類似している点に着目したアーマーはその権利を譲り受け，目的と内

容に大巾な変更を加えて同特許の修正申請を行った町。 1915年同特許の成立を

みると，ただちにユニパーサノレ社はイ γディアフ・スタンダード壱特許権侵害

の理由で提訴し，莫大な損害賠償を要求した町。しかしダブスの権利を立証す

るには，実際にガス油の分解装置の建設と運転が不可欠となり， 1916年，アー

マーはスタ γダード・アスフアノレト社壱売却し，その売却代金をもってカンサ

ス州イ yディベンデンアに研究所を設立したうえ，ユユパーサノレ社をして熱分

解技術の研究・開発に専念せしめることになった町。

かくてアーマ 社の豊富な資金と c.p ダプ月 (CarbonP. Dubbs)， G 

てグロフ (GustavEgloff)などの技術者，化学者の努力とは本来原油の水切

33) J. L. Enos. ot目 αt.，p. 62 
剖) K. Beaton， ot. cit.， pp. 241-242. 
35) J. L. Enos， o.ρcit.. pp. 64-67. 
36) K. Beaton.ゆ .cit.， pp 古田 255
37) lbid.， p. 242 
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り装置にすぎなかった J.A ダブ旦装置に幾多の改良を加えて，重質拙の熱

分解装置に完成したばかりでなく，装置技術の上で新展開を遂げ，バ-1.:，/訟

を凌駕する特性を備えしめるにいたった問。すなわち，①原料i由の加熱をバイ

プ・ァ、チノレによ v てのみ行うこと。⑧パート γ法よりも高温高圧を使用する結

果分解率が高い。③分解の際に重合してできるターノレ分壱分離して，溜出泊の

みを循環すzとと(清浄袖循環 cleancirculution方式〉などがそれである c

このうち， とりわけ c.P. !fプ月の特許となった清浄泊循環方式は， 中間溜

出油を還流油 (re且ux) として加熱炉に戻し，新原料油を加えながら反復加熱

する己とによれコークスの形成を防ぎつつ，ガソり γの収率を高め，装置全

体を流動的かつ継続的に操作しうる体系に築きあげた点で，高く評価しなけれ

ばならなし川、

1919年なかばユュバーサノレ社は甲西部地方とベγVノレバェアの精油会社の代

表を招き，パイロット・プラントの公開運転を行い良好な成績をあげたが，同

時に次のような劃期的な特許公開方針を明らかにした刷。

(1) タブス法特許は何らの留保や差別をつけずにすべての精油会社に供与さ

れる。

(剖 ユ=パーサノレ社は装置の建設・運転に必要な技術(ノウ・ハウ〕を提供

し，将米の改良も無条件で利用させること。

(3) 最低のガソリン収率を保証する。

(剖特許料lは原料油処理量を基準とする(1バ V ノL当り 15七ント〉。

(6) 実施権者は特許権侵害訴訟によって蒙るベき損害賠償や訴訟費用につい

て免責されること。

ごうした実施会社に土って極めて有利な条件はユニノミ サノレ社のプロセ見開

発会社としての性格を明らかにしたものであったが，同時にイソディアナ社に

38) A. N. Sachanen， Conversion 01 Petroleum， 194U， p. ~59，季書房嗣『石油精製法」
1962， 9頁。

39) K. Beaton， ot. cit.， pp. 242-243 
4の lbid.，pp. 243-244 
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よる特許独占に挑戦し，非スタ γ ダード系石油会社に新技術の採用を可能にし

た点 C重要な意味をもつものであった。

当時独自の熱分解技術壱もたなかった γ エノレ石油系のログサナ石油会社

(Roxana Peholeum Cornpany) は， 1919年末に最初の実施権を獲得したが，

V ェノレの技術陣の協力のもとにダヅR法の実用装置の能力は最初の 250/ミ レ

ノレ/日から， 1922年には500バーレノレ/日に上昇した叫ロ この装置は一基 6万下

ノレの建設費杏要したが，処理能力，ガソリ y収率ともに，当時の改良型パート

γ 装置を迄かに上廻るものであった"。またこの装置が標準型となって多数基

の生産が進むにつれて建設費が低下し，他方新技術導入にともなラ危険を減じ

たので，中小精油業者の外部からの建設資金の調達を容易にした。かくて1923

年頃より中西部地方の精油会社を中心にダプス法の建設が進み，翌年には，カ

リフォノレニア・スタ y ダード社もスタ yダ-F系会社としては始めてダプス装

置を導入するにいたった。

なおアーマ一社は1921年の反動恐慌によって大打撃をうけ，やがて銀行管理

に移るにつれ，ユュパーサノレ社も資金難に陥ったが，ダプス装置の普及につれ

て特許料収入が漸く増加し，その後独力で処理能力の拡大，熱利用の改善など

ダブス装置の改良にみるべき成果壱あげることができた叫。

初期のダプス装置では，還流油の加熱炉への挿入は還流油自体の重力を利用

してh、たから，分溜塔を高くあげる必要上，能力にはおのずから限度があった。

しかし熱泊，J<γ フーの開発が進み， 1923年頃γLノレ石油の技術援助によって高温

高庄用のポy プを装備し，かかる設計上の制約から解放された叫 o

また熔接技術，とりわけ電気熔接技術の開発によヮて高圧ボイラーの製造技

41) J. L. Enos， QP. cit.. pp. 77-81 
42) ダプス装置の収率はガス油を原料油と Lた場合，ガソリン50%，重油36%. ヨークス，ガス，

ロスなど14%であった。 (Enos，ihid.， p. 82.) 
改良型バートン装置の収率はガソリン41.3%，ガス油10.6%，重油40.6%. コークス，ガA.

ロスなど8.5jるであった。 (Enos，ibid.， p. 299.) 
43) Enos. ibid" pp. 80-81. 
44) K. Beaton. 0ρcit.， pp. 248-249. 
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術が向上し，蒸発塔用の大型鋼製製機器の製作が可能となった。圧力の上昇は

加熱温度を高め，高速分解を可能にし，その結果ダブス装置の処理容量も次第

Jに上昇し，1930年頃には， 4000バーレル/日に達したのである'"

このような装置規模の拡大の効果は，一面においぐ処理容量単位当りの建設

費の低下をもたらしたが，他面において，熱分解装置の前段階であ右常正蒸溜

装置との関係で，漸次そーの利用が大手精油所に限定されざるをえなくなコたこ

とである。 1925年頃の 500パ レノレ/自の分解装置は1000バーレノレ/日の常庄蒸

溜能力に適合したものであったが， 4000パー VJレ/日のダプ且装置になると，

少くとも 8000バーレル/日の常圧蒸潤能力寺前提止するものであれそれは中

小規模の精油会社の能力寺はるかに上廻るものであった。

V 熱分解装置の発展←ーニュージャージー・スタンダードの場合

ニュージャージー・月タ γダード石油会社によるチュープ・タ Y グ法の開発

は，tこんにパ トY法を改良して連続流れ方式化したことだけではなく，熱分

解法の開発が直接の契機となって石油資本としては初めて独立の開発部門を設

{けて，組織的，計画的な研究体制壱整備し，その後石油精製ならびに石油化学

の分野で，幾多の新技術を開拓することによって，石油業界仁主導的地位を確

保した点で特別の興味をひくものである。

インディアナ・スタ Y ダード社についで，パート γ法の最大の受益者であっ

たエェーグャージ一社が，あえて自社技術の開発に踏切った理由として，つぎ

の二つをあげうる明。第ーは技術的な理由であっτ，一次大戦中のガソリン需

要の増加に伴い，エュージャーク一社の精油所ではカリフォノレーァ，メキ Y コ

虚原油の処理量が増大したが，その製品は重質?自分が多いうえに，硫黄分を含

んでいたので，パート y法による熱分解は不可能であッた。しかし，右油需給

45) ]. L. Enos. ot. cit.， p. 87 
46) George Sweet Gibb and Evelyn H. Knowlton. Histo叩ザ StandardOil Co隅

tany' (New Jersey). The Resurgent Years. 1911-1927， 1956‘pp. 520-521 
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の窮迫から豊富低廉なこれら重質溜分の活用が期待され，新しい分解装震の開

発が望まれた。第二の理由はイジディアナ社に対する莫大な特許料の支払いに

あった。ニュージャージ一社(子会社壱含む〉の特許料支払額は，すでに1916

年に年間100万ドノレを超え， ガソリ γ市場の仲長とともに逐年増加傾向をたど

った。独自の技術開発による特許料支払いの回避ないしはs その軽減が切望さ

れたのである o

ヱュ ジτ-，;/一社はまず，開発計画推進の中核としてパート Y 装置の改良

に顕著な貢献をした KMグラーグ(宰dgarM_ Clark)と二人の助手を， 1918 

年末，イ y ディアナ社から担鳴した。グヲーグはやがて研究開発を進め 5にあ

たって，同社の組織の根本的改革が必要であることテ痛感した問。すなわち，

当時の実験・研究は特殊な個別的問題の解決に向けられ，石油精製工学の知識

に欠けていた。総じて精油所ではなお勘と経験にたよる実際家の判断が支配的

で，伎術的進歩を阻げていた。そこで何よりも研究開発が企業の成長発展に不

可欠なりとする目的意識を確立し，とれにもとづいて資金や人的能力の効率的

な配分壱図る必要があヮたわけである。

こうした要請にこたえるものとして， 1919年開発事業部 (Development

Deparment)が設立され， 1920年末には55人の研究員を擁するにいたった4め。

開発部の基本的運営方針は，独創的な研究は専ら社外に求め，開発部ではそれ

を徹底的にテ見トしたうえで，実用化段階まで開発することであった。すなわ

ち研究投資の効率という点から短期的直接的な成果を期待したもので，文字通

切開発部であって，基礎研究を主とする研究部 (researchclepartr:nenりでな

古、ったことに注目しなければならぬ叫。

この開発部は次の四つの部門，すなわち情報部，開発部，研究所主立がに特許

部より構成されたが，早くから特許問題に対して周到な配慮を払っていたこと

47) Gibb and Knowlton. ibほd..pp. !i?2-S?3 
48) lbid.. p. 531固なお開発部は1927年に StandardOil Development Company として法

ノ組織左なり，さらに1955年に Esso，Research and Engineering Comp;1nyと改祢し
今日にいたる。

49) lbid.. p， 525. 
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が注目されよう町。

さてパイプス千ノレによる連続熱分解は，すでにグラーグがイソディアナ社在

職中に考案したものであり，ニュージャ ジー社においては，まず重油り粘度

低下を兼ねた軽度熱分解装置として工業化された町 o 開発部発足後，加熱管と

分離塔の聞に追加反応用のドラムを装備し，パイプ内の=ークス形成の防止と，

ガソリ γ 収率の向上をはかった。ガスi由を原料油とした実験では，反応室内に

コークスが堆積し，連続運転壱妨げたので，反応室底部より反応期間中にコー

グス形成物を抜き取る工夫を試み，工程の流動化に成功をおさめた問。しかし

これらの方法を工業化すれば，明らかにパート y特許に抵触したので，その法

律的地位壱確立するため， エリス (CarletonEllis)の所有する分解法に関す

る基本特許(出願中のもの壱含む〕壱 225千ドノレをもって買取らざるをえなか

った同)。

1921年，ビーコン石油会社ほか一社に最初のチューブ・タング法の実用装置

が建設されたが，自社の精油所での建設は，パート Y 装置に莫大な投資を行っ

ていたことと特許係争などもあって見送らざるをえなかった。なお処理能力は

500バーレノレ/日に増加したとはし、え，ガソリン収率はパート γ法のなかばに達

しなかったことも取換建設を妨げた理由と考えられる問。

後述の如く 1923年の特許プーノレの成立に伴い，特許紛争は解決され，またグ

ラロ且・イセγ スによりグロス法，ホームズ・ 7γV一法などの技術を導入し

てその性能が著しく向上した結果， 1924年頃より自社の精油所への建設を主と

して，チュ -f・タンタ法は広汎に採用されることになった。 1927年には7 メ

リノむの分解ガソリ γ総生産高中，その占める割合はパー 1，:/法を抜いて首位に

たち， 1920年代末には三分のーを超えるに至ったく第1表参照〕。

50) Ibid.， p. 529 
51) J. L. Enos.， ot目 αt.，p. 107 
52). Gibb and Knowlton， ot. cit.， p. 534 
53) Ibid.， p. 535 
54) J. L. Enos，。ρ.cit.， p. 111 
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また開発部による高温高圧化技術の開発に伴って，処理能力は急速に高めら

れ， 1928年には庄力750ポy 1'/平方イソチ， 設計能力3000~4000バーレノレ/日

の装置が建設されたが，運転経験を積むにつれ，その実際能力は7000~8000ノミ

ーレノレ/日に向上した。 やがて1000ポγ ド庄の装置も開発古れ， 熱分解法とし

てはほぼ完成の域に達した町。

第 1表製法別分解ガソリン生産比率(j913ー1929年〉

l分解カソりン|
年次生産量 チプホムズ・

(単位1，∞0';;)パートン法|ダプス法|タラク法1マシレ 法|クロス法|その他

1913 1，218 100.。
1914 2，024 100.0 
1915 4，141 100.0 
1916 6，950 100.0 
1917 10，035 100.0 
1918 12，180 100.0 
1919 16，200 100.0 
1920 17，412 97.1 2.9 
1921 22，441 94.6 吐1 5.3 0.0 
1922 27，554 92.4 0.0 0.9 65 0.5 
1923 30，459 82.4 1.2 2.6 12.5 1.3 
1924 38，497 66.5 4.0 5.0 20.4 4.1 

1925 68，583 41.2 3.6 5.6 15.0 8.7 25.9 
1926 93，756 28.4 4.1 15.2 12.5 12.7 27.1 
1927 101，226 150 4.3 19.5 13.9 15.8 30.9 
1928 122，584 11.5 5.9 34.7 17.4 15.5 15.0 
1929 143，727 9.4 5.7 33.4 17.8 17.4 16.3 

資料 J.L. Eno，;， Petrnlfjum P'I'og阿 円 四il PYOfits， p. 28~ 

最後に，ジ γ ジ ・スタ γ ダ ド社は，チュープ・タ Y グ法の研究開発に

関して， 研究開発費として2，364干}")1/.特許買収費ならびに訴訟費用として

1，123千ドルを支出し， 総額3，487千ドノレの開発投資を行った問。 とれに対して

実用化の最初の10年間(1921ー1930年〕の特許料および自社利用による収益は

90，378千ドノレと見積られる町。従って開発投資に対す志利益率は年間平均260~も

55) Jbid.， p. 125 
56) Ibid.， p. 126 
57) Jbid.. p. 313 
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に達し，同社の独占利潤の一大源泉であったことは疑えない。

タプス法の場合には研究開発費は:700万ドル以上と推定されるが同)グ最初の

10年間(1922ー1931年〉の特許料収入は41，775千ドルであったから，新技術開

発の利益はなお多大であったとはし、え，チューフ・タング法に較べてその劣位

は争えない。 ιれは夕刊プス、法の場合，その利用は「べて石油精製会社に委ねら

れてし、たのに対し，チュープ・タンク法はニュージャージ一社の白社技術とし

て開発され，利用されたことによるのは勿論であるが，他面において，ニムー

ジャ シ一社の短期的直接的成果をめざした開発計画の成功を物語るものであ

ろう。

百 特許プー)~の結成

上述のように，イ yディアナ・スタ Y ダード社による熱分解技術の独占は特

討独占の形態をとったから，その後の競争的プロセエの開発は，関係会社間に

激しい特許権侵害の争いを惹起せずにはおかなかった。けだし，特許対象とな

ったのは，熱分解の原理そのものではなく，熱分解としづ共通の目標壱達成す

る手段であれそれはまた必然的に反応室内における石油の加圧，加熱の操作

を伴ったからである町。そのうえ，アメリカの特許局は，重複する請求範囲に

充分な注意を払わずに特許を認める傾向があったから，特許権者はその権利の

確認や解釈を裁判所に求めざるをえなかったのである問 G しかし特許係争は往

々長期化し， したがって訴訟費用がか古み，結果如何によっては，走大な開発

投資や新装置への設備投資を損うおそれがあったから，多くの場合法廷外で和

解の途をえらび，特許プーノレの結成をみる乙とになった。

熱分解をめぐる特許係争は，上述のイ γディアノー・スタンダード社に対する

U.O.p.社の提訴がきっかけとなったが， 1920年になると，ホームズ・マ γν

58) Ibid" p. 238. 
59) Ibid.， p. 311 

60) Gibb and Knowlton， op. cit.， p. 547 
61) J. L. Enos. O~ρ cit.. p. 121 
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一装置を建設中のナキサ九社が，アダム λ 特許成立にともない，インディアナ

社を特許権侵害で告発するにし、たった問。インディアナ社は当然，バ トγ特

許侵害を理由に，これに反駁を加えた。しかしイ νディアナ社はバート y装置

に莫大な設備投資を行フており，他方テキサス社は新製法開発にすでに50万ド

ル以上を投じていたから，両社とも紛争の激化が治大な損害賠償支払に発展す

るのを危慎した結果，翌年和解 CPeaceof 1921)が成立し， 特許プーノレの第

1歩が踏み出された町。協定の内容は，両社の特許の無償交換，特許料収入の

分配ならびに特許料の協定を主としたものであった。この協定によりテキサス

社は自社の熱分解技術を完成に近づけることができたが，他方イ Yディアナ社

は連続式熱分解法の出現により脅かされつつあった自社の熱分解技術を補強す

る手段壱確保したといってよし、。

つぎにジャージー・エタ Y ダード社はチューブ・タンク法の企業化が進むに

つれ，同法の特許上の地位を確認するため攻勢防禦に出て， 1922年に，ガIソリ

γ ・プロダグツ社のグロス法を実施しているピュア石油会社 CPureOil Co.) 

を特許権侵害で告発した刷。 u.O. P 社と同様に， フロセス開発会社であっ

たガソリン・プロダグツ社は，この事件以後，グロス訟の利用が停滞し，それ

にともなう特許料収入の減少から，その存立白体を脅かされるにいたった。そ

こで特許権を擁護 fるためテキサ凡社の援助を求めた。

テキザス社もまた同社の製法の基礎となったアダム旦特許の共同出資者ロジ

ャース (G.T.Rogers) より提訴され， ロ♂ャーコえの権利号取得したジャージ

ー・スタ γ ダード社と争っていた時 c

そζ でジャークー・スタ yダード社に対する共同戦線結成のため， 1923年は

じめテキサス社とガソリ Y ・プロダグツ社の聞に特許プーノレが結成され，さら

にテキサス社の仲介で，イ γティアラ社との問にも同様にクロス・ライセY ス

62) P. H. Giddens. ot. cit.， p. 2忌7
63) Ibid.， pp. 258-259 
64) Gibb and Knowlton， ot.αt.， p. 550 
65) Ibid.， pp. 551-552 
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およびガソリ:/.プロダグツ社の特許料収入の分配を内容とした協定が成立し

た町。この両協定の結果，事実上ガソリ Y ・プロググツ社はテキ+ス社とイ y

ディアナ社に従属することになったが，その後， 1928年にいたって，ケロッグ

社 (M.W. E:ellogg) を加えた三祉の買収するところとなった町。

さてテキサス社に対するチャージー・スタ γ ダ ド社の訴追は，開発部の周

到な特許対策が効を奏し極めて有利な立場にあったが，それを強行すれば，特

許局による熱分解特許の再審査，あるいは反トラスト訴訟などの社会的反撃壱

受けるおそれがあった旬〉。そこで，賠償要求壱取下げ，特許プーJレに加入す呂

ことで終った。この和解 (Peaceof 1923)によれ ユ L ージャージ一社は各、

種の分解技術壱自由に取り入れ，業界最大の研究開発部を動員して，チュー

プ・タ y ク法の改良を行い，大きな成果を収めたのである。

1923年の和解はまた，それまで特許係争により抑制されていた新しい熱分解

技術の導入を促進した。特許プーノレ加盟の精製三社の分解装置の増強を主とし

ながら，他の石油会社における建設も進んだ結果，分解ガソリンの生産が急激

に増加した。(第1表参照〉

他方， u. o. P 社に対する特許プール加盟四社の闘争は1923年の「平和協

定」後ますます激化した。上述のように， U. O. P 社のダプ旦装置の最大の

利用会社はV ェノレ石油であったが，当時，英米石油資本間に世界の各地で原料

市場，販売市場をめぐって激烈な争覇戦が展開されていたこともあって，紛争

は長期化したものと思われる。しかし1928年のいわゆる「アタナカリー協定」

成立以来，国際石油カルテノレによる協調気運が生じた。またγ ヱノレと U.O.P

社の聞についても，ダブス装置の増加につれて特許料支払いが激増し対抗関係

が顕在化した問。かくて， 1929年頃よりダブ旦法の最大利用会社である γ ェノレ

石油ならびにカリフォノレニア・スタ Y 夕、_"社と特許プーノレ加盟の-!/1"

66) P. H. Giddens， 0ρ.αt.. pp. 263-264 
67) Ib叩d.，p. 278 
68) H. F. Wil1iamson， ot. cit.. p. 387. 
69) J. L. Enos. ot. cit.， p. 88 
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ージー，イソディアナ，三六キサス三社の間に協議が続けられ，ついに1931年は

じめ，五大石油会社による U.O.Pの買収協定 (Peaceof 1931)が調印され

た問。同社の買収資金 2，邑00ノザドノレほ次のようにして調達された。 すなわち，

V ェノレとカリフォノレユア・ λ タンダードはそれぞれ， 750万ドノレ， 250万ドノレを

出資してユナイテッド・ガソリ γ社 (UnitedGasoline Corpのちに Universal

Oil Prod uctsの旧称に復帰〉を設立し， U. O. P 社の全資産を取得する。五

社はまた， それぞれナイテヅド社の振出す額面300万ドノレの約束手形を引

受け， TJ. O. P の特許を取得するというものであった。なお， 同協定の成立

直後に， 7 トラ yチック精油会社およびガノレフ石油会社の三社もとれに参加し，

特許プーノレ加盟会社は 7社に拡大した。

かくて，ガソリ γ ・プロダクツ社についで， U. O. P 社も 5大石油会社の

支配するところとなった。かかる独立のプロセス開発会社の凋落は，主要熱分

解特許を再び少数の大手石油会社に集中し，特許プールの結成と相まって，ス

タY ダード系石油会社を中核とした大手石油会社に精油部門の支配を強化する

最も有力な武器を与えることになった向。

70) K. Beaton， 0.ρ cit." pp. 256-258. 
71) T. N. E. C.. M()依ogruth.No. 39. p. 31. 


